
令和７年度市営住宅消防用設備点検業務共通仕様書 

 

 

 

 

１ 業 務 名  令和７年度市営住宅消防用設備点検業務 

 

 

 

２ 履行場所  鳥取市興南町地内ほか 

 

施設名称 住   所 

駅南団地１棟 鳥取市興南町２２番地 

駅南団地２棟 鳥取市興南町２２番地 

吉成団地 A 棟 鳥取市吉成４９２番地 

吉成団地 B 棟 鳥取市吉成４９２番地 

大森団地 RG１棟 

大森団地 RG２棟 

大森団地 RG４棟 

円通寺 C 団地 

鳥取市相生町三丁目１０３番地１ 

鳥取市相生町三丁目１０３番地１ 

鳥取市相生町三丁目２０５番地 

鳥取市円通寺１２２９番地 

西品治北団地 鳥取市田島５６３番地２ 

計９施設 

 

 

 

３ 履行期間  契約締結日の翌日 から 令和８年２月１３日まで 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



４ 対象設備 内訳書のとおり 

 

５ 一般事項 

 （１）諸法規の遵守 

    本業務に適用される関連法令を遵守すること。 

 （２）共通仕様書 

    本仕様書に記載されていない事項は、国土交通省大臣官房官庁営繕部監修建築保全業

務仕様書（最新版）（以下、「共通仕様書」という。）による。 

    なお、資格者証の提示を求められた場合は、資格者証を提示すること。 

 （３）業務従事者 

    業務のうち、法令、共通仕様書、仕様書等で資格による作業規制のあるものについては、

有資格者がその作業を行うこととし、業務実施前に点検従事者届出書（別紙様式１）を

委託者に提出すること。 

 （４）現場責任者 

    受託者は、前項に規定する有資格者の中から、委託契約約款第１２条に規定する現場責

任者を選任すること。 

 （５）業務計画書等 

    業務実施前に、調査職員と調整の上、業務計画書を委託者に提出すること。 

 （６）業務の再委託 

業務の一部を再委託する場合には、委託契約約款第８条に基づき、事前に再委託届を委

託者に提出すること。 

     なお、受託者は、業務の全部又は主たる部分を一括して第三者に請け負わせ、又は委任

してはならない。 

 （７）疑義 

    この仕様書に定めのない事項及びこの仕様書に疑義が生じた場合は、委託者と協議し

て定める。 

 （８）留意事項 

   ア 受託者は業務の実施に当たっては事故の起こらないように細心の注意を払い、作業

日時、作業方法等を調査職員と十分協議すること。 

   イ 作業を行う上で、既存部分に汚染又は損傷のおそれがある場合は、適切な方法で養生

を行い、作業完了後は作業部分の後片付け及び清掃を行うこと。 

 （９）仕様書遵守に要する経費 

    本仕様書を遵守するために要する経費は、全て受託者の負担とする。 

（１０）その他 

   （別紙）業務仕様書細目条項を遵守すること。 

 



６ 業務事項 

（１） 点検内容 

 ア 消防法第１７条の３の３に規定される点検を委託するものであり、受託者は消防用設備

（以下「設備」という。）の機能保全のため、消防設備士免状または消防設備点検資格

者免状の交付を受けたものが点検を行なうものとする。 

点検する機器の種類：消火器、自動火災報知設備、避難器具、非常警報設備等。 

 イ 機器の不具合について即時の復旧が困難である、又は復旧にあたって別途費用が必要な 

場合は、調査職員に報告するとともに、その対応について協議し見積書を提出すること。 

（（４）その他―イ 関係） 

  ウ 点検済票の貼付 

   点検の実施後（一社）鳥取県消防設備協会が発行する消防用設備等点検済票（損害賠償保

険付）を各設備に貼り付けること。 

（２） 点検方法 

 ア 設備等の点検は機器点検を１回、機器・総合点検を１回実施するものとする。 

 イ 点検日程は事前に調査職員と協議して決定し、機器・総合点検を８月中に実施すること。 

（３） 報告書等 

   受託者は、業務実施後、委託業務完成通知書（別紙様式２）を作成し、履行期間内に調査

職員に提出すること。 

   また、業務実施後、各施設の消防用施設点検結果報告書(平成１６年消防法告示第９号及

び昭和５０年消防庁告示第１４号に定める様式)を次の区分により調査職員に提出し、総合

点検結果報告書を管轄消防署に提出すること。 

 〇 機器点検時 ２部  〇 機器・総合点検時 ２部 

（４） その他 

 ア 業務に必要な資料の閲覧 

  各施設における設備等の内容、設置位置を自ら確認し、適法に点検を行なうこと。 

  各施設の資料等については、調査職員に確認すること。 

   なお、資料等の賃与を希望する場合は、賃与品等受領書（別紙様式３）を調査職員に提出

し、賃与時・返却時ともに確認を受けること。 

 イ 不良個所に関する報告書 

    点検実施後に点検結果についての説明を調査職員に行なうとともに、不良個所について

はその詳細を前項に示す点検結果報告書とは別に報告書を示すこと。 

ただし、本業務の範囲内で対応が可能なものについてはこの限りでない。 

  ウ 業務の引継ぎ 

   履行期間中に現場責任者が変更になった場合は、新たな現場責任者に対し点検、修繕等の

記録等を引継ぎ、業務に支障のないように努めること。 

 



  エ 休日（代休）の確保 

   住戸内に立入りが必要な避難器具・避難ハッチの点検は、入居者の都合により土曜日又は

日曜日の点検となる場合があるので、代休を取得する等で適切に対応すること。  

  オ 住民への周知 

   受託者は、点検対象建物の掲示板に点検日等の案内を掲示すること。掲示物は点検終

了後撤去すること。また、個別訪問が必要となる住戸には個別に案内を配布し、調整

を行うこと。 





（様式１） 

点検従事者届出書 

 

鳥取市 

 鳥取市長  深澤 義彦 様 

 

次のとおり、点検従事者を届け出ます。 

 

令和   年   月   日 

 

受託者 住所又は所在地 

商 号 又 は 名 称 

代表者名又は氏名 

 

 

業 務 名 ： 市営住宅消防用設備点検業務 

業務場所 ： 鳥取市興南町地内ほか 

 

（消防設備点検従事者） 

氏  名 
資格種類 

消防設備士 消防設備点検資格 その他 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

（上記の内、現場責任者） 

    

    

 



(様式２) 

 

 

委託業務完成通知書 

 

 

 

鳥取市長 深澤 義彦 様 

 

 

次のとおり委託業務が完成したので、通知します。 

 

 

令和   年   月   日 

 

受注者 住    所 

商号又は名称 

代 表 者 氏 名 

 

 

 

委 託 業 務 名 市営住宅消防用設備点検業務 

委託業務場所 鳥取市興南町地内ほか 

履  行  期  間  令和  年  月  日 から 令和  年  月  日 

請 負 代 金 額 金           円 

委託業務完成 

（ 修 補 完 了 ） 

年  月  日 

令和  年  月  日 

 

 

 



（様式３） 

賃 与 品 等 受 領 書 

 

令和   年   月   日 

 

１．業務名 市営住宅消防用設備点検業務 

２．賃与品名 部 数 

（記入例）：駅南団地倉庫 扉鍵 １本 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

以上 

３．賃与期間  自 令和  年  月  日 ～ 至 令和  年  月  日 

 

会 社 名 ：  

住   所 ： 

 

ＴＥＬ    －     － 

責任者 

 

返 

却 

確 

認 

令和  年  月  日 確認印  

 

上記のとおり、賃与品を受領致

しました。 

確認印 

   

 

鳥取市都市整備部建築住宅課 

 

様 



（別紙 ）消防用設備保守点検業務に必要資格

第
６
類

第
７
類

甲
種

乙
種

甲
種

乙
種

甲
種

乙
種

甲
種

乙
種

甲
種

乙
種

乙
種

乙
種

区分１ ●
左欄●印の資格者若しくは
第一種消防設備点検資格者が1名以上

消火器、簡易消火用具

区分２ ● ● ● ● ● ●
左欄●印の資格者若しくは
第一種消防設備点検資格者が1名以上

パッケージ型消火設備、パッケージ型自動消火設備

区分３ ● ●
左欄●印のいずれかの資格者若しくは
第一種消防設備点検資格者が1名以上

屋内消火栓設備、スプリンクラー設備、水噴霧消火設備、屋外消火栓
設備

区分４ ● ●
左欄●印のいずれかの資格者若しくは
第一種消防設備点検資格者が1名以上

泡消火設備

区分５ ● ●
左欄●印のいずれかの資格者若しくは
第一種消防設備点検資格者が1名以上

不活性ガス消火設備、ハロゲン化物消火設備、粉末消火設備

区分６ ● ● ● ●
左欄●印のいずれかの資格者若しくは
第一種消防設備点検資格者が1名以上

動力消防ポンプ設備、連結散水設備、連結送水管、消防用水

区分７ ● ●
左欄●印のいずれかの資格者若しくは
第二種消防設備点検資格者が1名以上

自動火災報知設備、ガス漏れ火災警報設備、消防機関へ通報する火災
報知設備

区分８ ● ●
左欄●印のいずれかの資格者若しくは
第二種消防設備点検資格者が1名以上

避難器具

― ●
左欄●印の資格者若しくは
第二種消防設備点検資格者が1名以上

漏電火災警報器

区分９ ● ● ●
左欄●印のいずれかの資格者若しくは
第二種消防設備点検資格者が1名以上

非常警報器具、非常警報設備、排煙設備、非常コンセント設備、無線
通信補助設備

区分１０ ●
左欄●印の資格者若しくは
第二種消防設備点検資格者が1名以上

誘導灯、誘導標識

区分１１ 資格区分3、4及び9を満たすこと 自家用発電機設備、直流電源設備（鳥取地域及び鳥取市東部地域）

区分１２ 資格区分3及び9を満たすこと

資格区分

第4類の甲種消防設備士若しくは
乙種消防設備士又は第7類の乙種
消防設備士のうち電気工事士法
（昭和35年法律第139号）第3条
に規定する電気工事士免状の交
付を受けている者又は電気事業
法（昭和39年法律第170号）第
44条第1項に規定する第一種電気
主任技術者免状、第二種電気主
任技術者免状若しくは第三種電
気主任技術者免状の交付を受け
ている者

消防設備士

必要な資格 消防用設備等の種類

第
１
類

第
２
類

第
３
類

第
４
類

第
５
類



№ 13

課　長
課長補佐兼

住宅建設係長 係　員 精　査 設　計

業務名称：

３．大森団地　　　　住戸用自動火災報知設備　非常警報設備　避難器具設備　消火器

４．円通寺Ｃ団地　　住戸用自動火災報知設備　非常警報設備　避難器具設備　消火器

５．西品治北団地　　非常警報設備　避難器具設備　消火器

６．点検結果報告書作成　消防署への届出等

業　　 　　　務　 　　　　概　 　　　　要

市営住宅各団地の消防用設備点検

１．駅南団地　　　　住戸用自動火災報知設備　非常警報設備　消火器

２．吉成団地　　　　住戸用自動火災報知設備　非常警報設備　消火器

令和７年度 令和７年５月

参考数量内訳

令和７年度市営住宅消防用設備点検業務



1

名　　　　　　　　　　称 数　　量 単位 金　　　　　額 備　　　考

Ａ　直接人件費
1

式
計

Ｂ　直接物品費
1

式
　　直接業務費

Ｃ　業務管理費
1

式
　　業務原価

Ｄ　一般管理費等
1

式
　　業務価格

　　消費税及び 10%
　　地方消費税相当額 1

式

　　業務費
1

式



2

名　　　称 摘　　　　要 数　量 単位 単  価 金　　　　額 備　　　考

Ａ　直接人件費

１ 駅南団地
1

式
２ 吉成団地

1
式

３ 大森団地
1

式
４ 円通寺Ｃ団地

1
式

５ 西品治北団地
1

式

合　　計



3

名称 摘要 数量 単位 単価 金額 備考

１ 駅南団地

ａ　駅南団地１棟
1

式
ｂ　駅南団地２棟

1
式

小　　計

２　吉成団地

ａ　吉成団地Ａ棟
1

式

ｂ　吉成団地Ｂ棟 1
式

小　　計

３大森団地

ａ　大森団地ＲＧ１棟
1

式
ｂ　大森団地ＲＧ２棟

1
式

ｃ　大森団地ＲＧ４棟
1

式

小　　計

４ 円通寺Ｃ団地

ａ　円通寺Ｃ団地
1

式

小　　計



4

名称 摘要 数量 単位 単価 金額 備考

５　西品治北団地

ａ　西品治北団地
1

式

小　　計



5

１　駅南団地

名称 摘要 数量 単位 単価 金額 備考

ａ　駅南団地１棟 ４階建　１４戸

自動火災報知設備 各住戸
ＧＰ型３級受信機 住宅情報盤 14

面
遠隔試験機中継器 玄関子機

14
個

遠隔試験機能付
定温スポット感知器 14

個
遠隔試験機能付
差動式感知器 24

個
確認灯付
光電式スポット型感知器 2

個
受信機Ｐ型２級 １回線

2
面

　常用電源 交流電源
2

組
　予備電源 蓄電池設備

2
組

非常警報設備 点検

　操作装置
4

組
　起動装置

4
組

　音響装置
4

組
　表示灯

4
灯

粉末消火器 点検
8

本

小　　計



6

１　駅南団地

名称 摘要 数量 単位 単価 金額 備考

ｂ　駅南団地２棟 ４階建　２１戸

自動火災報知設備 各住戸
ＧＰ型３級受信機 住宅情報盤 21

面
遠隔試験機中継器 玄関子機

21
個

遠隔試験機能付
定温スポット感知器 21

個
遠隔試験機能付
差動式感知器 56

個
確認灯付
光電式スポット型感知器 3

個
受信機Ｐ型２級 １回線

3
面

　常用電源 交流電源
3

組
　予備電源 蓄電池設備

3
組

非常警報設備 点検

　操作装置
6

組
　起動装置

6
組

　音響装置
6

組
　表示灯

6
灯

粉末消火器 点検
12

本

小　　計



7

２　吉成団地

名称 摘要 数量 単位 単価 金額 備考

ａ　吉成団地Ａ棟 ４階建　２０戸

自動火災報知設備 各住戸
住宅情報盤 20

ＧＰ型３級受信機 面
遠隔試験機中継器 玄関子機

20
個

遠隔試験機能付
定温スポット感知器 20

個
遠隔試験機能付
差動式感知器 44

個
確認灯付
光電式スポット型感知器 3

個
受信機Ｐ型２級 １回線

1
面

　常用電源 交流電源
1

組
　予備電源 蓄電池設備

1
組

非常警報設備 点検

　操作装置
6

組
　起動装置

6
組

　音響装置
6

組
　表示灯

6
灯

粉末消火器 点検
12

本

小　　計



8

２　吉成団地

名称 摘要 数量 単位 単価 金額 備考

ｂ　吉成団地Ｂ棟 ４階建　１４戸

自動火災報知設備 各住戸
住宅情報盤 14

ＧＰ型３級受信機 面
遠隔試験機中継器 玄関子機

14
個

遠隔試験機能付
定温スポット感知器 14

個
遠隔試験機能付
差動式感知器 30

個
確認灯付
光電式スポット型感知器 2

個
受信機Ｐ型２級 １回線

1
面

　常用電源 交流電源
1

組
　予備電源 蓄電池設備

1
組

非常警報設備 点検

　操作装置
4

組
　起動装置

4
組

　音響装置
4

組
　表示灯

4
灯

粉末消火器 点検
8

本

小　　計
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３　大森団地

名称 摘要 数量 単位 単価 金額 備考

ａ　大森団地RG1棟 ３階建　１１戸

自動火災報知設備 各住戸
住宅情報盤 11

ＧＰ型３級受信機 面
自動火災報知設備 一般自火報用
中継器 遠隔試験機能付 11

個
遠隔試験機能付
定温スポット感知器 35

個
遠隔試験機能付
差動式感知器 36

個
確認灯付
光電式スポット型感知器 2

個
受信機Ｐ型１級 警戒区域数　13

1
面

　常用電源 交流電源
1

組
　予備電源 蓄電池設備

1
組

非常警報設備 点検

　操作装置
6

組
　起動装置

6
組

　音響装置
6

組
　表示灯

6
灯

粉末消火器 点検
6

本

小　　計
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３　大森団地

名称 摘要 数量 単位 単価 金額 備考

ｂ　大森団地RG２棟 ４階建　１１戸

自動火災報知設備 各住戸
住宅情報盤 11

ＧＰ型３級受信機 面
遠隔試験機中継器 玄関子機

11
個

遠隔試験機能付
定温スポット感知器 11

個
遠隔試験機能付
差動式感知器 21

個
確認灯付
光電式スポット型感知器 2

個
受信機Ｐ型２級 1回線

1
面

　常用電源 交流電源
1

組
　予備電源 蓄電池設備

1
組

非常警報設備 点検

　操作装置
3

組
　起動装置

3
組

　音響装置
3

組
　表示灯

3
灯

粉末消火器 点検
7

本
避難はしご 点検

階数４ 1
組

小　　計
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３　大森団地

名称 摘要 数量 単位 単価 金額 備考

ｃ　大森団地RG４棟 ４階建　１４戸

粉末消火器 点検
7

本
避難はしご 点検

階数４ 1
組

小　　計
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３　円通寺Ｃ団地

名称 摘要 数量 単位 単価 金額 備考

ａ　円通寺Ｃ団地 ３階建　９戸

自動火災報知設備 各住戸
ＧＰ型３級受信機 住宅情報盤 7

面
遠隔試験機中継器 玄関子機

7
個

遠隔試験機能付
定温スポット感知器 7

個
遠隔試験機能付
差動式感知器 21

個
自動火災報知設備 階段室
（220号特例） 住宅情報盤 1

ＧＰ型３級受信機 面
確認灯付
光電式スポット感知器 1

個
非常警報設備 点検

　操作装置
3

組
　起動装置

3
組

　音響装置
3

組
　表示灯

3
灯

粉末消火器 点検
6

本

避難はしご 点検
階数２ 2

組
点検

同上 階数３ 3
組

小　　計
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４　西品治北団地

名称 摘要 数量 単位 単価 金額 備考

ａ　西品治北団地 ３階建　２１戸

非常警報設備 点検

　操作装置
6

組
　起動装置

6
組

　音響装置
6

組
　表示灯

6
灯

粉末消火器 点検
10

本

避難はしご 点検
階数２ 2

組
点検

同上 階数３ 2
組

小　　計






















